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に対する行政過程論からの反論」）では，Steven P. Croley, Regulation and Public






















































化を進めたことである。たとえば本書は，最高裁判例（最判平成 2年 2月 1 日民集
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う弊害や政治主導の問題点が明らかになりつつある。そしてその中で，国家におい
て行政の果たす役割が見直されているように思われる。官僚制が政治からの適度な
距離を確保しつつ，専門性を発揮することは現代においても，行政活動の理念とし
て重要であろう。」と指摘し（245頁），「官僚制の中立性」確保のあり方を将来の研
究課題とする（はしがき ⅱ頁）。それを明らかにすることは，まさに日本行政法
学の課題であり，実社会からの要請である。
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